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    WMO 「福島第一原発事故に関する気象解析

　　についての技術タスクチーム」 活動

斉藤　和雄 *1・新堀　敏基 *2(5)・原　旅人 *3・豊田　英司 *3・

　加藤　輝之 *3(6)・藤田　司 *3(7)・永田　和彦 *4(7)・本田　有機 *4(8)

　要　　旨

　原子放射線の影響に関する国連科学委員会は，2011 年 5 月に行われた第 58
回総会において，2011 年 3 月の東日本大震災による福島第一原子力発電所事

故に関する放射線被曝のレベルと影響に関する評価報告書を作成することを

決定し，世界気象機関（WMO）に対し協力を求めた．これに対応するため，

WMO は「福島第一原発事故に関する気象解析についての技術タスクチーム」

を 2011 年 11 月に設置した．タスクチームは 3 回の会合と 4 回の電話会議を行

って，2013 年 2 月に最終報告書を作成した．この間，気象庁は WMO からの

要請に応えて事故当事国の国家気象機関としてタスクチーム活動に中心的に協

力した．本報告では，タスクチームの設立の経緯と活動の概要，メソ解析や解

析雨量データの提供を含む気象庁のタスクチーム活動への貢献，タスクチーム

最終報告書の概要，関連して行った領域移流拡散モデルの実験とその改良など

について紹介する．

 *1 気象研究所予報研究部　*2 気象研究所地震火山研究部　*3 予報部数値予報課　*4 総務部企画課国際室

(5) 現 気象研究所火山研究部　(6) 現 気象研究所予報研究部　(7) 現 予報部予報課アジア太平洋気象防災センター

(8) 現 予報部数値予報課　

（平成 26 年 6 月 9 日発行）

報　告

1.　はじめに

2011 年（平成 23 年）3 月 11 日（金）に発生し

た東北地方太平洋沖地震とそれに伴って発生した

津波は，東日本大震災と呼ばれる大きな災害を各

地にもたらした（気象庁，2012）．東京電力福島

第一原子力発電所は，地震とこれに伴う津波によ

って被災し，極めて重大で広範囲に影響を及ぼす

原子力事故が発生した（東京電力福島原子力発電

所における事故調査・検証委員会，2012）．
原子放射線の影響に関する国連科学委員会

（United Nations Scientific Committee on the Effects 
of Atomic Radiation=UNSCEAR）は，2011 年 5 月

に行われた第 58 回総会において，東日本大震

災による福島第一原子力発電所事故（以下，単

に「福島第一原発事故」と略称することがある）

に関する放射線被曝のレベルと影響に関する評

価報告書を作成することを決定し，世界気象機

関（WMO）に対し協力を求めた．これに対応す

るため，WMO 事務局では「福島第一原発事故

に関する気象解析についての技術タスクチーム」

（Technical Task Team on Meteorological Analyses for 
Fukushima-Daiichi Nuclear Power Plant Accident， 以
下「タスクチーム」と略称することがある）を

WMO に設置することとし，気象庁にタスクチー

ムへの専門家の推薦を含めた協力について要請

があった．タスクチームでは，3 回の会合と 4 回
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いて述べる．国連の組織は 6 つの 主要機関（事

務局，総会，安全保障理事会，経済社会理事会，

国際司法裁判所，信託統治理事会 2）で構成され

ており，その下に各部局，地域委員会，UNICEF，
UNEP（国連環境計画）などの計画・基金と国連

大学や軍縮委員会，人権理事会などその他の総会

補助機関，ILO, IMF, FAO, ICAO, UNESCO, WMO
など 15 の専門機関（国連との間で連携協定を締

結している国際組織），平和構築委員会，PKO
など安保理補助機関がある 3．また連携協定を

締結していない国際組織として，WTO, CTBTO, 
IAEA, OPCW の 4 つの関連機関がある（第 1 図）．

原子放射線の影響に関する国連科学委員会

（UNSCEAR）は， 放射線による被曝の程度と影響

を評価・報告するために 1955 年の第 10 回国連総

会で設置が承認された委員会であり，1974 年か

らは UNEP の一部として活動している．2012 年

現在，メンバー国は 27 か国で，ほぼ隔年に報告

の電話会議を行い，気象解析場の評価のための

大気輸送拡散沈着モデル （Atmospheric Transport 
Diffusion and Deposition Model =ATDM1）実験を行

い，UNSCEAR に気象解析場として気象庁メソ解

析と解析雨量を提供するとともにタスクチームと

しての最終報告書を 2013 年 2 月に作成した．

本報告では，タスクチーム設立の経緯と活動

の概要，会合と電話会議の内容，メソ解析や解析

雨量データの提供を含む気象庁のタスクチーム

活動への貢献，タスクチーム最終報告書の概要，

タスクチーム活動に関連して行った気象庁領域

移流拡散モデル（Regional Atmospheric Transport 
Model=RATM）の実験とその改良などについて紹

介する．

2.　タスクチーム設立の経緯

2.1　国連組織と UNSCEAR

まず背景として，国連組織と UNSCEAR につ

第 1 図　国連の組織（2011 年当時）と UNSCEAR
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1 ATM と略記されることもあり，タスクチーム報告書でも混在している．本稿では，大気輸送拡散沈着モデル一般

を指すときはタスクチーム最終報告書に倣い ATDM と略記し，気象庁の ATDM である移流拡散モデルについては

これまでの呼称に従って ATM とする．
2 1994 年のパラオ独立に伴い，活動を停止している．
3 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は UNEP と WMO が共同で設立した政府間機構．
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4 UNSCEAR 報告書はホームページ (http://www.unscear.org/unscear/en/general_assembly_all.html) に掲載されている．

一部は放射線医学総合研究所により和訳が有償配布されている (https://www.nirs.go.jp/unscear/index.html) ．
5 原子力百科事典 ATOMICA (http://www.rist.or.jp/atomica/index.html) からの引用．より詳しい説明は，原子力安

全委員会による報告「放射線防護に係わる国際機関等の活動と国内対応」 (http://www.nsr.go.jp/archive/nsc/housya/
housya20021202.pdf) に掲載されている．
6 2012 年 11 月から，住民や緊急時作業者の健康影響やリスクを評価する (HIT=Health Implication Task) グループが

加わって，5 グループ体制になっている．
7 原子力安全委員会は，2012 年 9 月から原子力規制委員会に移行している．

書を作成しており 4， 1986 年のチェルノブイリ原

子力発電所事故では 5 つの報告書を作成してい

る．UNSCEAR の委託事項は，

（1）国連加盟国，専門機関加盟国から提供され

る下記の情報を受領し，収集すること．

（イ）環境における電離放射線及び放射能のレ

ベルに関する報告．

（ロ）電離放射線の人間と環境への影響に関す

る科学的調査・実験に関する報告．

（2）資料収集方法，計測装置の規格並びに放射

線計測法に関する標準を勧告すること．

（3）上記（1）の（イ）の放射能レベルに関す

る各種報告を総合的方法で編集すること．

（4）上記（1）の（ロ）の各国報告を検討評価して，

その有用性を決定すること．

（5）国連総会への年次報告の策定，人間・環境

の放射能レベルと放射線影響に関する報告に

ついて，（4）に規定する評価を行い，必要な

調査計画を作成すること．

（6）前項に掲げる情報とその評価に関する報告

を出版し，かつ国連加盟国又は専門機関加盟

国に配布することが適当と認めるときは，事

務総長に送付すること．

となっている 5．

2011 年 3 月の福島第一原発事故を受けて，

UNSCEAR では事故評価報告書を作成すること

を決定し，事務局と専門家委員会及び 4 つのグ

ループからなる「福島評価作業体制（Fukushima 
assessment working arrangements）」を設置した（第

2 図）6．グループ A はデータと品質管理，グル

ープ B は放射性物質の放出と拡散，グループ C
は伝達経路と被曝評価，グループ D は作業員の

被曝と健康影響を作業対象としており，グループ

B では，ATDM を用いた放射性物質の拡散沈着実

験を行うことになっている．日本国内では，上記

作業体制の設置を受けて，原子力安全委員会（当

時 7）放射線防護専門部会に児玉和紀放射線影響

研究所主席研究員を主査とする UNSCEAR 原子

力事故報告書国内対応検討 WG を設置し，2011
年 9 月 9 日に第一回会合を行っている．WG の委

調整専門家委員会
議長，グループ長，助言者
などで構成

事務局とプロジェクト
マネージャー

データと品質管理

放射性物資の放出と
拡散

伝達経路と被曝評価 作業員の被曝と健康
影響

原子力安全委員会
（日本）

オブザーバ

第 2 図　UNSCEAR の福島評価作業体制　Weiss (2012) より改編．
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3.　タスクチーム会合と電話会議

3.1　第 1回会合

タスクチーム第 1 回会合は，2011 年 11 月 30
日（水）～ 12 月 2 日（金）にかけて，ジュネー

ブの WMO 本部で行われた．

タスクチームへの委託事項の検討を行い，以下

の 8 項目を確認した．

（a） 関連する気象データセットの情報とアーカ

イブ利用可能性の決定

（b） ATDM を動かすために利用できる解析とア

ーカイブの場所と利用可能性の決定

（c） 既存の解析間のギャップの確認と，改善し

た解析を提供可能かの検討

（d） 観測データと解析に基づく事故期間中の放

射性物質の輸送・拡散・沈着に関わる大気条

件の報告書の作成

（e） 放射能観測と計算結果の比較を通じて輸

送・拡散・沈着についての計算を行うための

観測データと気象解析値の適合性と品質の評

価

（f） 異なる ATDM と気象解析値からの計算結果

員は日本原子力研究開発機構（JAEA），京都大学

原子炉実験所，放射線医学総合研究所などで構成

されている 8．

2.2　WMO への要請とタスクチームの設置

2011 年 8 月，福島評価作業体制を定めたこと

に伴い，UNSCEAR は WMO に対して，報告書作

成に伴う作業活動を支援するための協力要請を行

った．協力の可能性として，主にグループ B と

グループ C の活動に関して，

1）放出源，特に気象学的な情報を含む大気中

への放射性物質の放出源の推定手法の提示

2）環境への拡散と沈着の評価，特にメソスケ

ールの拡散沈着を評価するための最新の数値

モデルの適用とそのための気象学的データや

降水データ，地形データの提供

などが挙げられた．この要請を受け，WMO で

は，「福島第一原発事故に関する気象解析につい

ての技術タスクチーム」を設置することとし，8
月 30 日付けで WMO 事務局長より気象庁長官宛

て協力要請が行われた．

10 月 21 日，WMO 事務局長より UNSCEAR 議

長へ協力要請を受諾する返答が行われ，11 月に

タスクチームが WMO に設置された．この時点

での主な協力項目は以下の 3 点である．

① 気象データと関連情報の収集 
② 放射性物質の拡散と地表沈着シミュレーシ

ョンの推定のための空間的時間的に十分細か

い気象解析値の作成 
③ 海洋への放射性物質の放出に関する情報の

解釈と海洋中の放射性物質の拡散に関するシ

ミュレーションへの協力 
タスクチームのメンバーを第 1 表に示す．米国

海洋大気庁（NOAA）大気資源研究所（ARL）の

R. Draxler 氏を議長として，英国，オーストリア，

日本，カナダの 5 か国からの委員と WMO から

の事務局から構成されている．日本からは斉藤が

委員となり，タスクチーム会合や電話会議等に対

応した．

第 1 表　WMO 福島第一原発事故に関する気象解析に

ついての技術タスクチームの構成

8 WG の構成員等については，http://www.nsr.go.jp/archive/nsc/senmon/shidai/houkokukenWG/houkokukenWG01/index.htm 
を参照．WG としての活動は，原子力規制委員会に引き継がれなかったため，2012 年 9 月に終了している．

#1 2013 年 4 月以降．
#2 第 1 回の会合は欠席，第 2 回の会合には，代理と

してカナダ気象局から A. Malo 氏が出席．
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の比較を通じた拡散・沈着計算の不確定の度

合いの推定

（g） 事故による被曝状況に関する UNSCEAR へ

の協力

（h） 新たなプロダクトや現業モードを含む

EER9 システムの強化についての提案

気象解析値を準備する事故関連期間としては，

3 月 11 日から 4 月 20 日までとし事故関連期間に

おけるタスクチームメンバー国の ATDM の結果

を 2012 年 4 月末までに，タスクチーム議長に送

付することとした．またタスクチームとして，気

象庁メソ解析を領域 ATDM 計算を行うために用

意できる最良のものとみなすこととした．当初，

委託項目（c）に関して，既存の気象解析場をど

のように改善するかがタスクチームの検討事項に

なっていたが，気象庁メソ解析では日本における

高密度の観測データを非静力学メソ 4 次元変分法

（JNoVA）で同化しており，タスクチームが新た

に再解析を行っても日本周辺の解析場を大きく改

善できる余地はあまりないであろうことを日本よ

り説明し，会合参加者の同意を得た．

会合での他の主な決定事項としては以下のもの

がある．

・気象庁は，オリジナルモデル面格子のメソ解

析とメソ地表面解析，毎時大気解析の数値予

報プロダクトとデータを GRIB2 のフォーマ

ットで 2012 年 6 月末までに用意する．

・全球解析値については，気象庁（JMA），

英国気象局（UKMET），米国海洋大気庁

（NOAA），カナダ気象局（CMC），欧州中期

予報センター（ECMWF）の 5 機関が同年 6
月末までに用意する．

・タスクチームメンバーは，気象庁メソ解析を

用いた領域 ATDM の実行を同年 10 月末まで

9 環境緊急対応（Environmental Emergency Response）の略で，世界気象監視計画（World Weather Watch=WWW）の緊

急対応活動（Emergency Response Activities =ERA）の一環として行われている有害物質拡散予測業務．1986 年に起

きたチェルノブイリ原子力発電所事故の後，原子力発電所の事故などにより世界的な環境汚染が懸念される場合に，

大気輸送モデリングの地区特別気象センター（RSMC）が IAEA と WMO 担当地区の登録機関に対して，全球モデル

に基づく放射性物質の拡散予測情報を提供することとなった．気象庁は 1997 年 7 月 1 日から第 2 地区（RA-II）担

当の RSMC としての業務を開始しており，福島第一原発事故に際しても IAEA からの要請に基づき，2011 年 3 月 11
日から 5 月 23 日まで 44 回の EER 計算を行った（気象庁（2012）の第 5.12.4 項 (3) 参照）．全球モデル (GSM) の予

報値でトレーサーを流すラグランジュモデルで，大気中の放射性物質の核崩壊の過程は各物質の半減期に基づいて

計算する．EER 業務に用いられる気象庁の全球 ATM とプロダクトについては，Sakamoto (2013) に解説されている．

に行う．実験は，0.05 度（約 5km）解像度

で（38N, 140E）を中心とする東西 30 度，南

北 20 度の領域（第 3 図）を対象とし，期間

中の 3 時間おきの初期値に対して，単位放出

量で行い，会合報告 Annex VII の書式で結果

を議長に提出する．

第 1 回会合の会合報告（Chen et al., 2011）は，

WMO の WWW レポートとして，http://www.wmo.
int/pages/prog/www/CBS-Reports/DPFSERA-index.
html から，http://www.wmo.int/pages/prog/www/CBS-
Reports/documents/FinalRep_TT_FDnpp_v6.pdf に掲

載されている．Annex VII の ATDM 実験の仕様を

除く図表の殆どは，気象庁から提出したもので，

事故期間中の気象場の特徴について記述した．

3.2　電話会議（第 1回）

2012 年 2 月 13 日（月），タスクチームメンバ

ーによる電話会議が行われた．事務局の Chen 課

長から 1 月 30 日（月）～ 2 月 3 日（金）に行わ

れた UNSCEAR 作業体制会合の報告があり，グ

ループ B で行われている ATDM シミュレーショ

ンとして ECMWF の全球解析（0.125 度）を用い

たものが既に行われているので，タスクチームと

しては，当初予定していた全球 ATDM の比較は

行わず，実験は領域 ATDM によるものに絞るこ

ととした．実験の対象期間を 3 月 11 ～ 31 日とし，

領域 ATDM の実行は，核種放出後 72 時間先まで

でよいこととした．ATDM 実験の基本的な実験

仕様を第 2 表に示す．

3.3　第 2回会合

タスクチーム第2回会合は，2012年5月1日（火）

～ 3 日（木）に英国気象局ロンドン支所において

行われた．会合には，タスクチームメンバーの 6
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名の他，UNSCEAR のグループ B からも，ATDM
担当者として O. Isnard 博士（フランス放射線防

護原子力安全研究所）と F. Gering 博士（ドイツ

連邦放射線防護庁）が，グループ C から被曝影

響担当者としてP. Bedwell氏（英国健康保護庁）が，

それぞれ参加した．

3 月 11 ～ 31 日を対象とする領域 ATDM の予

備 的 実 行 が NOAA-HYSPLIT，UKMET-NAME，
CMC-MLDP0，JMA-RATM の 4 セ ン タ ー の

ATDM により行われた．このうち，NOAA，

UKMET，CMC の結果はそれぞれ各センターの全

球解析を入力としており，JMA は気象庁メソ解

析を入力にしている．単位放出量に対する計算に

ついて，既存研究（Chino et al., 2011） に基づく放

出量による校正を行い，各初期値に対する結果の

重み付き線形和により，濃度と沈着分布を計算す

る．放出高度（海抜 100m を用いるものや地上高

100m までを一様とするもの），トレーサー粒子数

（3 時間あたり 100,000 又は 300,000），出力格子数

（721x577 や 601x401）などの入出力の設定にやや

違いがあり，当初 JMA-RATM では地表から海抜

100m までの一様分布で 100,000/3 時間のトレー

サーを用いて計算を行い，721x577 格子に出力し

た．JMA-RATM のタスクチーム仕様とその改良

については，第 6 章で説明する．タスクチーム第

2 回会合の報告書（Chen et al., 2012a; http://www.
wmo.int/pages/prog/www/CBS-Reports/ documents/
FinalReport_TTMetAnalyFDnpp.pdf） では，メソ解

析を用いた JMA の結果が最も細かな空間構造を

示していると記されたが，セシウム -137 の観測

沈着量と比較した検証はこの会合時点では行って

いない．

日本からは気象庁メソ解析について説明を行う

とともに，全期間についてのメソ解析と解析雨量

データを会合出席者に配布した（第 4.2 節参照）．

また，気象庁から提供したメソ解析サンプルファ

イルを用いた ATDM 実験が NOAA 以外で行われ

ていないことに鑑み，ランベルト投影でハイブリ

ッドモデル面になっているメソ解析ファイルを，

より扱いやすい等緯度経度気圧面座標に変換する

ツールを作成して提供する用意があることを表明

した（第 4.3 節参照）．

メソ解析を用いた領域 ATDM の計算において，

上昇流の扱いをどうするかが問題になった．メソ

解析に格納されている上昇流は 4 次元変分法のア

ウターループモデル 3 時間予報の瞬時値が入って
 

 第 3 図　タスクチーム領域 ATDM 実験の計算出力領域　Draxler et al. (2013a) より．
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いるため，オフラインのラグランジュモデルでト

レーサーの鉛直輸送を計算するのに 3 時間おきの

瞬時値を使うことの妥当性に疑問があるためであ

る．これについては第 6.3 節で再度議論する．

3.4　電話会議（第 2回，第 3回，第 4回）

2012 年 6 月 7 日（木），タスクチームメンバー

による 2 回目の電話会議が行われた．各チームメ

ンバーの領域 ATDM シミュレーション結果につ

いて，地表のサンプリングデータに基づく評価が

送られ，評価手法についての議論を行った．気象

庁メソ解析の利用についての進捗として，オース

トリア気象地球力学中央研究所（ZAMG）から解

析ファイルを解読中との報告があった．気象庁と

しては，第 2 回会合で提案したファイル変換ツー

ルを準備中であり，6 月末までに，解析雨量デー

タとともにアップするとコメントした．

7 月 23 日（月），3 回目の電話会議が行われた．

前の週に行われた UNSCEAR のグループ B の会

合についての報告がグループ B のメンバーでも

ある Draxler 議長からあった．ヨウ素 -131 （131I） 
による検証について，JAEA の東海村と高崎市で

の観測値について入手したこと（第 5.1 節 7）参

照），複数の ATDM のアンサンブル結果から，確

率値を求めるプログラムを作成したこと，の報

告があり，タスクチームとして全ての ATDM 計

算を 9 月末までに終える必要があることなどを

確認した．ECMWF 解析を用いた ATDM 計算を

ZAMG-FLEXPART と NOAA-HYSPLIT で行って

おり，ECMWF の全球解析をタスクチームメンバ

ーにも提供する用意があるというコメントがあ

った．最終的に ECMWF 解析を利用した ATDM

第 2 表　タスクチーム領域 ATDM 実験の基本仕様

計算は UKMET-NAME でも行われたが，JMA-
RATM では実行していない（後述の第 6 表参照）．

気象庁より送付した解析雨量とメソ解析ファイル

の WMO のサーバーへのアップについて確認し

た．

10 月 4 日（木），4 回目の電話会議が行われた．

NOAA に加え，UKMET と CMC が気象庁メソ解

析を用いた ATDM シミュレーションに成功し，

ZAMG は湿性沈着の計算に解析雨量を利用する

ところまで行っていること，JMA は RATM に不

備（第 6.3 節⑥）を発見したため再計算を行うこ

となどを報告した．

米国気象学会第 93 回年次総会で行われる福島

シンポジウム（第 5.3 節）への対応，日本学術会

議による福島原発事故を対象とする ATDM 相互

比較（第 6.4 節）についての議論などを行った．

3.5　第 3回会合

タスクチーム第 3 回会合は，12 月 3 日（月）

～ 5 日（水）にかけてオーストリア気象地球力学

中央研究所において行われた．主な内容は以下の

とおりである．

・会合の大半の討議時間をタスクチーム最終報

告書案の作成に充てた．ATDM 計算結果が

ほぼ出揃い，検証結果が示された．セシウム

-137（137Cs）の沈着計算の検証においては，

ECMWF の全球解析若しくは気象庁メソ解析

を用いた NOAA-HYSPLIT，UKMET-NAME，
ZAMG-FLEXPART の ATDM が上位を占めた

（ただし最上位は，NOAA 全球解析を用い

た NOAA-HYSPLIT）．一方，大気濃度の計

算では，検証結果の上位はセシウム -137, ヨ

備　考

水平解像度 0.05度 (約5km)
領　域 125E-155E, 28N-48N 第3図
初期値 2011年3月11-31日, 3時間おき 168初期時刻×3種類

予報時間 72時間

放出量 単位放出 (1 Bq/hr) 放出量推定に基づく線形和を取る

放出高度 地表から高度100mまで一様

計　算
希ガス (Ngas), 沈着性ガス (Dgas), 軽量粒子

(Lpar) の下層100m濃度と地表沈着

線形和を取るとき、セシウム-137 (137Cs)と
ヨウ素-131 (131I)の半減期を考慮する
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ウ 素 -131 と も CMC-MLDP0，JMA-RATM，

UKMET-NAME の順番で，ほぼ全てが気象庁

メソ解析を利用した計算だった．解析雨量の

利用は，地表沈着，大気濃度とも結果の改善

をもたらさなかった（理由については，第

5.1 節 9）参照）．改良した JMA-RATM の計

算結果は，解析雨量を利用した場合の大気濃

度を除いて，精度が大幅に改善した．タスク

チーム ATDM 実験のアンサンブル解析につ

いて S. Galmarini 氏（EC 合同研究センター）

が話題提供を行った（第 5.1 節 10）参照）．

・日本学術会議の福島原発事故による環境汚染

調査検討小委員会が行う ATDM の相互比較

（第 6.4 節）については，タスクチームとし

ての対応はせず，参加するかどうかは個々の

メンバー機関の判断に任せることとした．

タスクチーム活動の経験に基づく EER システ

ムのあり得べき強化についての提言は，会合報告

において，ERA の EER 専門家チームと事務局で

検討される可能性のある項目として以下を挙げる

にとどめ，具体的な内容を明示しての提言は見送

った．

・学際的な科学フォーラムが現業 ATDM のプ

ログラムをサポートする科学を進歩させるの

に有用かどうかを検討する．

・IAEA と，ユーザーのニーズに関するコンフ

ァレンス（前回 1993 年）を企画する（ERA
の EER 専門家チームにおいては既にアクシ

ョンリストに含まれている）．

・IAEA と，非公式に EER 活動における ATDM
の新しいフレームワーク（大気による希釈率

やアンサンブル）について議論する．

・シニアマネジメントレベルにおいて WMO が

IAEA に気象プロダクトの改良に関して，コ

ンタクトするかもしれない．

第 3 回タスクチーム会合の報告（Chen et al., 
2012b） は，http://www.wmo.int/pages/prog/www/
CBS-Reports/documents/FINAL-REPORT.pdf  に掲載

されている．また上記会合報告 Annex III に基づ

くタスクチーム最終報告書 （Draxler et al., 2013a）
の概要については，第 5.1 節で紹介する．

4.　気象庁の貢献

4.1　事故期間中の気象場の状況と関連情報

事故期間中の気象場の状況と関連情報の収集に

関して，2011 年 12 月の第一回会合では日本から，

1） 気象庁の観測ネットワーク（高層観測点配

置図，レーダー配置図，地上観測点配置図，

レーダー合成図の例，解析雨量の例と解説

（Nagata, 2011））
2） 事故期間における気象場の特徴（3 月 9 ～

26 日の 09JST の地上天気図，09JST におけ

るアメダス風の場と前 24 時間積算解析雨量，

3 月 12 ～ 16 日のメソ解析の 950hPa 風と平

均海面気圧，3 月 12 ～ 20 日の水戸ウインド

プロファイラの風）

3） 気象庁数値予報プロダクトと現業解析（全

球モデル（GSM）とメソ数値予報モデル

（MSM）の解析予報システムの諸元，メソ

解 析（Honda et al., 2005; Honda and Sawada, 
2008） と MSM （Saito et al., 2006; 2007; 
2012），毎時大気解析の諸元，各解析で同化

されている観測データの一覧）

4） 気象庁 ATM の紹介（EER 業務で用いる全球

ATM と領域 ATM のスペックと計算例）

5） 気象研究所での ATDM 研究

6） 日本の関連研究の紹介

についてのプレゼンテーションを行った．この

うち，5）と 6）については，11 月 17 日に名古屋

大学で行われた 2011 年度日本気象学会秋季大会

スペシャルセッション「放射性物質輸送モデルの

現状と課題」での講演（田中ほか，2011; 梶野ほか，

2011; 真木ほか，2011; 鶴田ほか，2011; 竹見・石川，

2011; 近藤ほか，2011; 滝川ほか，2011; 加藤ほか，

2011）について講演者からの協力を得て英文スラ

イドの提供を受け，以下の 9 件を紹介した．

・Global transport model using MASINGAR 
（Tanaka et al., MRI） 

・Regional passive tracer model using WRF （Kajino, 
MRI）

・MRI regional chemical transport model using 
NHM-Chem （Kajino et al., MRI）

・Emission flux estimation by inverse model （Maki 
et al., MRI）
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・Regional Deposition of Radioactive Cs and I 
by the Accident of the Fukushima Daiichi NPP 
（Tsuruta et al., Tokyo Univ.） 

・High-Resolution modeling analyses of wind and 
diffusion fields over Fukushima （Takemi and 
Ishikawa, Kyoto Univ.） 

・Transport and deposition analysis by AIST-MM 
（Kondo et al., AIST）

・Deposi t ion es t imat ion us ing WRF/Chem 
（Takigawa et al., JAMSTEC）

・Transport and diffusion simulation using CReSS 
（Kato et al., Nagoya Univ.）

このスペシャルセッションについては，気象学

会誌「天気」に報告（近藤ほか , 2012）が掲載さ

れている．

4.2　メソ解析と解析雨量データ

タスクチームと UNSCEAR に提供したメソ解

析と解析雨量データの書式を第 3 表 , 第 4 表に示

す．第 4 図に気象庁メソ解析による 2011 年 3 月

15 日 1500UTC の前 3 時間積算降水量の 1 時間平

均値を，第 5 図に対応する時間帯の解析雨量を示

す．この期間，メソ解析では，東北地方から関東

北部にかけては，降水は海上及び沿岸部では雨と

要　素 内　容 単　位 備　考

U ランベルト投影座標でのx方向の風速 m/s
V ランベルト投影座標でのy方向の風速 同上

W 鉛直流（z方向の風速） 同上

Z モデル面の高度 m
PT 温位 K
QV 水蒸気混合比（比湿） kg/kg
QC 雲水混合比 同上

QR 雨水混合比 同上

QCI 雲氷混合比 同上

QS 雪混合比 同上

QG 霰混合比 同上

P 気圧 Pa
PSEA 海面更正気圧 同上

RAIN 前3時間積算降水量 mm

要　素 内　容 単　位 備　考

TUGD 4層の地中温度 K
KIND 地表面種別（陸，海，雪面，海氷面） なし

要　素 内　容 単　位 備　考

SST 海面水温 K

MSMの予報変数U, V, Wは密
度とマップファクタの逆数が
かかっているが、提供ファイ
ルでは風速に換算したものを
格納

0.02, 0.115, 0.39, 0.89m

2）モデル面ファイル　　　　　　　　　　ファイル名： jma_ma_met_hybrid-coordinate_yyyyMMddhhmm.grib2bin

3）陸面ファイル　　　　　　　　　　　　ファイル名： jma_ma_land-surface_yyyyMMddhhmm.grib2bin

4）海面ファイル　　　　　　　　　　　　ファイル名： jma_ma_ocean_sst_yyyyMMddhhmm.grib2bin

1）諸元

備　考

水平格子数 719x575 水平スタガード座標（Arakawa-Cグリッド）における

水平風速度をスカラーポイント（Arakawa-Aグリッド）に内挿

解像度 5km

鉛直層数 48（z*ハイブリッド）
鉛直スタガード座標（Lorentz座標）における鉛直速度をスカラー
ポイントに内挿

投影法 ランベルト等角投影

期　間 2011年3月11-31日,  3時間おき

ファイル形式 GRIB2

第 3 表　タスクチームと UNSCEAR に提供した気象庁メソ解析の諸元と書式
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して，内陸では雪として解析されており，トータ

ルの降水量は解析雨量と良い対応を示している．

1200-1300UTC の解析雨量（第 5 図左）では，仙

台付近に小さく同心円状に強い雨量が解析されて

おり，仙台レーダーにおけるブライトバンドと考

えられる．

4.3　ファイル変換ツールと英文説明書の作

成，ファイルの公開 

メソ解析のランベルト投影 z* ハイブリッド座

第 4 図　気象庁メソ解析による 2011 年 3 月 15 日 1500UTC の前 3 時間積算降水量の 1 時間平均値（mm/h）
左）雨，中）雪，右）全降水量．

第 5 図　気象庁解析雨量による 2011 年 3 月 15 日 1200UTC-1500UTC の降水強度（mm/h）
シェードは第 4 図のカラーバーに対応させてある．

ファイル名 Z__C_RJTD_yyyyMMddhhmmss_SRF_GPV_Ggis1km_Prr60lv_ANAL_grib2.bin
領域 118E-150E, 20N-48N

解像度 経度方向45秒, 緯度方向30秒
格子数 2560x3360
投影法 正距円筒図法

期間，頻度 2011年3月11-31日, 30分おき

ファイル形式 GRIB2

第 4 表　タスクチームと UNSCEAR に提供した解析雨量の書式

標という格子系は，元のメソ解析のモデル面デー

タからの内挿処理を最小限に留めたもので，第 1
回会合での要望に沿ったものであったが，気象庁

以外のタスクチームメンバーや UNSCEAR グル

ープ B のユーザーがこれらの格子系データから

ATDMを実行する場合の手続きは複雑なものにな

りがちだった．第 2 回会合と第 2 回電話会議での

要望を受けて，気象庁では数値予報課が中心とな

ってメソ解析と解析雨量のデータを読み込んで任

意の GrADS 形式で出力するファイル変換ツール 
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（JMA, 2012） を作成し，タスクチームに提供した．

ツールの機能は，水平（ランベルトと等緯度経度

間）・鉛直（モデル面から P 面）への座標変換と，

ファイル形式の変換である．この 2 つの機能は独

立になっており，座標変換だけ行ってその結果

を GRIB2 で出力，又は座標変換はせずにフォー

マットだけを変換，そして座標変換した上でフォ

ーマットも変換，などが選択可能である．このツ

ールを用いて，各ユーザーは都合の良い中間ファ

イルを作成することにより各々の ATDM の実行

が容易になる（第 6 図）．なお解析雨量の GRIB2
は国際気象通報式への日本独自の拡張を用いてお

り，WMO Manual on Codes だけでは解読できな

いため，配信資料に関する技術情報第 108 号（気

象庁，2002）と第 238 号（気象庁，2006）の内容

に関する英文解説 （Toyoda, 2012）を別途作成し

た．

2012 年 7 月，ファイル変換ツールと関連する

英文説明書をつけ，メソ解析データ（一部修正を

加えたもの），解析雨量データとともにタスクチ

ーム事務局に送付した．これらは，WMO のサー

バーから UNSCEAR グループ B に提供されたが，

研究コミュニティにおける公平性の観点から，こ

れらのデータとファイル変換ツールはタスクチ

ームや UNSCEAR グループ B 以外の研究者でも，

気象庁がタスクチームのために提供したデータを

利用している旨を表記することを条件に，利用可

能とすることにした．

5.　タスクチーム最終報告書とフォローアップ

5.1　タスクチーム最終報告書

タスクチームとしての UNSCEAR への最終報

告は第 3 回会合報告の Annex III としてまとめら

れた後，WMO の技術報告（Draxler et al., 2013a）
として刊行されている．64 ページの報告書の構

成と主な内容は以下のとおりである．

1）　序論

タスクチーム設立の経緯や委託事項について記

述している．

2）　気象場の特徴

第 1 回会合での気象庁からのプレゼン資料に基

づいて，事故期間中の気象場の特徴を記述していUNSCEAR対応のためのWMOタスクチームのためのデータ変換ツール 

GRIB2形式 
ランベルト座標系 

Z*-ハイブリッド 

ランベルト座標系 
等緯度経度座標系 

Z*-ハイブリッド 
気圧面 

GrADS形式 
（GRIB2も可） 

Cプログラム★ ユーザプログラム※ 

GRIB2形式 
等緯度経度格子 

降水レベル＋代表値 

Cプログラム★ ユーザプログラム※ 

メソ解析対応 

解析雨量対応 

★：数値予報課が作成したプログラム 
※：利用者が必要により作成するプログラム 

この段階でGRIB2形式をGrADS形式＋GrADSのパラメータファイルに変換． 
データは降水レベル値+代表値から降水強度に変換． 
水平座標は，ランベルト座標系又は等緯度経度座標系のいずれかを選択可能． 
座標変換の際の内挿手法には，周囲の格子の平均値，最大値，最近接点のいずれかを選択可能． 

この段階でGRIB2形式をGrADS形式＋GrADSのパラメータファイルに変換． 
水平座標系は，ランベルト座標系又は等緯度経度座標系のいずれかを選択可能． 
鉛直座標系は，Z*-ハイブリッド又は気圧面のいずれかを選択可能． 
変換先の水平座標系と鉛直座標系の選択は独立に可能． 

利用者それぞれ
の形式，格子系 

ランベルト座標系 
等緯度経度座標系 

GrADS形式 
(GRIB2も可) 

利用者それぞれ
の形式，格子系 

★：数値予報課が作成したプログラム 
※：利用者が必要により作成するプログラム 

降水強度 

第 6 図　UNSCEAR 対応における WMO タスクチームのためのデータ変換ツール
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る．特に大量の放射性物質の放出があった 2011
年 3 月 14 ～ 17 日の期間について，14 ～ 15 日に

かけて弱い低気圧が本州南岸を東進し，福島県で

は 15 日夕方から 16 日早朝にかけて降水があった

こと，下層風は 15 日朝までは西～南西風であっ

たが，15 日日中に東寄りに変わったことを述べ

た．

3）　気象解析

タスクチームの ATDM 計算に用いた気象解

析について記述した．CMC，NOAA，ECMWF，
UKMET の全球解析，気象庁メソ解析，気象庁解

析雨量の 6 種類である．第 5 表に各気象解析場の

要約を示す．

4）　タスクチーム領域 ATDM の特徴

タスクチーム実験に用いた領域 ATDM の特徴

を記述している．どのモデルも気象場を入力して

トレーサーを移流拡散させるオフラインのラグラ

ンジュモデルであるが，放射性物質の取り扱いに

は乾性沈着や湿性沈着過程におけるウォッシュア

ウトやレインアウト（第 6.1 節参照）のパラメー

タなどに差がある．

5）　ATDM 実験における気象庁メソ解析の利用

各センターは，自センター（ZAMG は ECMWF）
の全球解析を ATDM 実行のための気象場として

用いたほか，気象庁から提供されたメソ解析ある

いは解析雨量もそれぞれの ATDM の計算に用い

た．第 6 表は，各センターが用いた ATDM と気

象解析の関係を示す．表で，C で示すのは気象解

析の利用で，ZAMG を除く各センターが気象庁

メソ解析の利用をテストした．また R で示すの

は気象庁解析雨量の利用で，CMC を除く各セン

ターが解析雨量を放射性物質の湿性沈着の計算へ

の利用をテストした．

6）　ATDM 実験の記述

各センターは第 2 表に示したデザインに基づ

いて単位放出 （1 Bq/hr）に対する ATDM 実験を

行った．最終的な大気下層濃度と積算沈着量は，

各時刻の初期値に対する UNSCEAR の当初推定 
（Draxler et al. （2013a）の Fig. 1） 及び JAEA の推

定 （Chino et al. （2011） を Terada et al. （2012） が修

正したもの） による福島第一原発からのセシウム

-137 とヨウ素 -131 の放出量をもとに各初期時刻

の計算の重み付き線形和によって計算される．第

7 図に，JAEA による放出量推定の時系列を示す．

7）　評価に用いた放射性物質の測定データ

ATDM のセシウム -137 沈着計算結果の評価に

用いたデータは，文部科学省による 543 地点の地

表測定 （Kinoshita et al., 2011）に 2011 年 4 月 2 日

第 5 表　タスクチーム ATDM 実験に用いた気象解析の諸元　Draxler et al.（2013a）より．

第 6 表　タスクチーム ATDM 実験に用いた気象解析の諸元

# Draxler et al. (2013a) の Table 1 ではメソ解析のモデル面に合わせて 50 となっているが，提供した GRIB2 ファイ

ル（第 3 表）の鉛直層数は 48 である．

GEM GDAS ECMWF UKMO MESO
CMC-MLDP0 D’Amours et al. (2010) C C

NOAA-HYSPLIT Draxler and Hess (1998) C, R C,R C, R
ZAMG-FLEXPART Stohl et al. (2005) C, R C, R

UKMET-NAME Jones et al. (2007) C C C, R
JMA-RATM 新堀ほか (2010) C, R

ATDM 参考文献
実験で使用した気象解析

Draxler et al. (2013a) を改変．C で示すのは気象解析の利用，R で示すのは気象庁解析雨量の利用
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第 7 図　各時刻の福島第一原発からのセシウム -137 放出量推定

黒破線は JAEA（Terada, 2012）による推定．赤実線は JAEA2（Kobayashi et al., 2013）による推定（3 月 20 日以降

は JAEA と同じ）．Saito et al.（2014）より．

から 5 月 9 日にかけての米国エネルギー省による

374 地点の航空機観測データ（USDOE, 2011）を

ブレンドしタスクチーム実験の格子点に内挿した

もの（第 8 図）である．大気中のセシウム -137
とヨウ素 -131 の濃度時系列については，JAEA に

よる東海村の測定 （古田ほか , 2011; Chino, 2012）
を用いた．

8）　統計的評価手法

前項の測定結果に対する ATDM 計算結果の統

計的検証が行われた．統計スコアとしては，以下

の 6 つの要素を考慮した．

i）　相関係数 （Correlation Coefficient）
測定を M，予測を P とするとき，以下で表さ

れる．

　
  （1）　  

ii）　フラクショナルバイアス（Fractional Bias）
平均的な予測のバイアスを示す．

　  （2）　

iii）　Figure of Merit in Space（FMS）
予測か測定のいずれかがありの面積（回数）に

対する予測ありかつ測定ありの面積（回数）の比

で，観測と予測のオーバーラップの指標でスレッ

トスコアに相当する．

　  （3）　

iv）　コルモゴロフ - スミルノフパラメータ

（Kolmogorov-Smirnov Parameter）
累積分布関数のずれの最大値を表す．

　  （4）　

v）　Percentage of Factor of Two（%FA2） 
予測が測定の 1/2 ～ 2 倍に収まっている面積．

　  （5）　
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10 この結果は Draxler et al.（2013a）の Appendix に基づく．UNSCEAR の放出量当初推定に基づく結果は，Draxler et 
al.（2013a）の Table 5 と Table 6 に示されている．なお Draxler et al.（2013a）の Fig. 6 と Fig. 7 には，UNSCEAR の

放出量当初推定に基づく NOAA と UKMET による 3 月 11 ～ 31 日のセシウム -137 の沈着計算の結果が示されており，

気象庁メソ解析を用いた場合，福島第一原発から北西に伸びる高沈着域が ECMWF 解析を用いた場合よりも良く表

現されている．

vi）　Factor of Exceedance （FOEX）

過剰若しくは過少予測頻度の指標．

　  （6）　

報告書の本文では，（1）～（4）式のパラメー

タを用いた総合的な予測精度のノルムとして，

　  　

（7）

を定義した．METRIC1 の値は 0 から 4 までの

間の値をとり，良い予測ほど点数が高くなる．報

告書の Appendix では，（7）式に加え，（5）, （6）
式のノルムを考慮した METRIC も計算している

（第 6.3 節参照）．

9）　ATDM 計算結果の要約

JAEA の放出量推定（第 7 図の黒破線）を用い

た場合のセシウム -137 の地表沈着と大気濃度に

対する各気象センターの ATDM の検証結果を第

7 表と第 8 表に示す 10．表で JMA （PRE）とある

のは，次章で述べる改良前の RATM による計算

結果であることを示す．

地表沈着に対するスコアで最上位だったの

は，NOAA の全球解析 GDAS を用いた NOAA-
HYSPLIT による計算で，ECMWF 解析を用いた

ZAMG-FLEXPART と NOAA-HYSPLIT，気象庁メ

ソ解析を用いた UKMET-NAME が上位に入った．

気象庁メソ解析を用いた場合，NOAA の結果は

ECMWF 解析を用いた場合を改善していないが，

CMC-MLDP0 と UKMET-NAME は結果を改善さ

せている．

大気濃度の時系列に対しては，最上位だっ

た CMC を含め，ランク上位の計算は全てメソ

解析を用いたもので，JMA-RATM は 2 位に相

第 8 図　ATDM 沈着計算の検証に用いたセシウム -137 の沈着測定データ

コンターは 250m おきの等高線．☆は福島第一原発の位置を示す．Draxler et al. (2013a) より．
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第 7 表　JAEA の放出量を用いた場合のセシウム -137 の地表沈着に対する各気象センターの ATDM 検証結果

METRIC1の値上位5つを太字で示す．Draxler et al.（2013a）のAppendixより再作成．気象場で -Rのついたものは，

気象庁解析雨量を用いたもの．

第 8 表　JAEA の放出量を用いた場合のセシウム -137 の大気濃度（JAEA 東海）に対する各気象センターの

ATDM 検証結果

METRIC1 の値上位 5 つを太字で示す．Draxler et al.（2013a）の Appendix より再作成．

当する良い成績であった．一方，解析雨量の利

用（MESO-R）はメソ解析の雨量を用いた結果

（MESO）をあまり改善しておらず，特に大気濃

度においてはスコアを悪化させている．ただし，

沈着に関しては，ECMWF 解析を用いた ZAMG-
FLEXPART はスコアをやや改善している．解析

雨量の利用が ATDM のパフォーマンスを改善し

ない傾向はやや意外であった．原因は不明である

センター 気象場 R FB FMS FOEX %FA2 KSP METRIC1

CMC GEM 0.76 -0.32 100.00 11.69 48.99 19 3.22

CMC MESO 0.76 -0.44 100.00 -4.33 45.12 6 3.30

JMA (PRE) MESO 0.45 -0.02 100.00 -0.46 51.01 10 3.09

JMA (PRE) MESO-R 0.77 0.54 100.00 9.67 41.99 11 3.22

NOAA GDAS 0.87 -0.08 100.00 8.01 48.25 6 3.65

NOAA GDAS-R 0.68 -0.57 100.00 -16.48 31.86 23 2.94

NOAA MESO 0.55 0.38 100.00 -8.01 41.07 15 2.97

NOAA MESO-R 0.48 0.43 100.00 -4.14 35.54 16 2.85

NOAA ECMWF 0.83 -0.30 100.00 -12.06 46.96 10 3.45

NOAA ECMWF-R 0.55 -0.74 100.00 -20.35 21.92 33 2.60

UKMET UM 0.44 0.24 100.00 30.48 42.36 30 2.77

UKMET ECMWF 0.80 0.11 100.00 19.06 54.70 25 3.34

UKMET MESO 0.76 0.04 100.00 5.80 45.12 11 3.45

UKMET MESO-R 0.66 0.03 100.00 6.35 34.62 9 3.33

ZAMG GDAS 0.66 -0.59 100.00 -6.17 45.12 10 3.05

ZAMG GDAS-R 0.66 -0.84 100.00 -16.85 28.36 20 2.82

ZAMG ECMWF 0.78 -0.08 100.00 9.85 59.67 15 3.41

ZAMG ECMWF-R 0.83 0.13 100.00 5.99 52.12 6 3.57

センター 気象場 R FB FMS FOEX %FA2 KSP METRIC1

CMC GEM 0.07 -1.37 73.17 -30.95 7.14 53 1.52

CMC MESO 0.23 -0.09 80.49 -4.76 16.67 34 2.47

JMA (PRE) MESO 0.51 -0.82 80.00 -21.43 21.43 43 2.22

JMA (PRE) MESO-R 0.59 -1.66 57.50 -45.24 4.76 64 1.46

NOAA GDAS 0.10 -1.37 60.00 -42.86 7.14 69 1.24

NOAA GDAS-R 0.10 -1.38 60.00 -42.86 7.14 67 1.25

NOAA MESO 0.15 -1.63 62.50 -40.48 11.90 67 1.16

NOAA MESO-R 0.15 -1.63 60.00 -40.48 9.52 67 1.14

NOAA ECMWF 0.27 -1.33 62.50 -35.71 11.90 60 1.43

NOAA ECMWF-R 0.27 -1.35 62.50 -35.71 16.67 60 1.43

UKMET UM 0.06 -1.42 65.85 -30.95 19.05 53 1.42

UKMET ECMWF 0.13 -0.93 68.29 -28.57 21.43 53 1.70

UKMET MESO 0.24 -0.50 80.00 -28.57 16.67 52 2.09

UKMET MESO-R 0.24 -0.53 80.00 -30.95 16.67 52 2.07

ZAMG GDAS 0.17 -0.37 57.50 -35.71 14.29 57 1.85

ZAMG GDAS-R 0.18 -0.43 57.50 -35.71 14.29 55 1.84

ZAMG ECMWF 0.12 -0.54 52.50 -35.71 11.90 60 1.67

ZAMG ECMWF-R 0.08 -0.55 42.50 -35.71 7.14 69 1.46
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が，解析雨量は雨と雪を区別しておらず降雪があ

る場合の精度に問題があること，0.4mm/hr より

も弱い降水を捉えきれないこと，特定の高度のみ

の降水粒子の存在を観測しているレーダー反射強

度に基づいていること，ブライトバンドの影響を

受ける場合があること，海上のデータが限られ

ており計算領域をすべてカバーしていないこと，

ATDM への入力値として数値モデルの気象場と

整合していないこと，などが可能性として考えら

れる．

10）　アンサンブル解析

報告書の第 10 章はアンサンブル解析で，

UNSCEAR 放出シナリオを元に，沈着予測の相関

係数やバイアス，平方根平均二乗誤差（RMSE）
などを指標に，全メンバーのアンサンブル平均を

とるよりも，独立性が良くパフォーマンスの良い

メンバーのみを選択して平均をとることによりア

ンサンブルのパフォーマンスを上げることが出

来るという主張で書かれている．ただし，RATM
の改良版 JMA （REV） については，第 3.4 節で述

べたとおり提出時期が遅れたため，この章の解析

結果には含まれていない．また，パフォーマン

スの良い ATDM のセットとして ECMWF 解析を

用いた NOAA-HYSPLIT, UKMET-NAME, ZAMG-
FLEXPART の結果が挙げられているが，JAEA
放出シナリオに基づく大気濃度に対する結果で

は，前述のように気象庁メソ解析を用いた CMC-
MLDP0 と JMA-RATM がランクの上位を占めて

おり（第 7, 8 表），傾向がかなり異なっている．

Draxler et al. （2013a）の Table 5 と Table 6 で ENS 
ALL と ENS Select として，全メンバーのアンサ

ンブル平均を用いた場合と選択したメンバーを用

いた場合の結果が示されているが，両者の差は大

きくない．

11）　モデルの不確定性

飯館村，仙台市，東京都，東海村の 4 か所での

大気濃度の時系列とアンサンブル予報のスプレッ

ドから，ATDM 計算にどの程度の不確定がある

かを論じている．

12）　結語　

全球解析を用いた場合よりも気象庁メソ解析を

用いた場合の方が，概して ATDM の結果は向上

し，特に大気濃度時系列においてその傾向が顕著

だったことを述べている．

5.2　タスクチームの ATDM 計算に関する NOAA/

ARL のウェブサイト

タスクチームによる ATDM 計算については，

NOAA/ARL のウェブサイト http://ready.arl.noaa.
gov/READY_fdnppwmo.php に実験の仕様や各

ATDM の仕様などとともに，計算結果が掲載さ

れている．異なる放出シナリオに対して，対象期

間を選んで結果の表示や検証を誰でもインタラク

ティブに行えるようになっている．

5.3　第 93 回米国気象学会年次総会スペシャル

セッションとフォローアップ

第 93 回米国気象学会年次総会が，2013 年 1
月 6 日から 10 日にかけてテキサス州オースチン

市で開催され，6 日に「福島第一原発からの汚

染物質の移流と拡散に関するスペシャルシンポ

ジ ウ ム 」 （Special Symposium on the Transport and 
Diffusion of Contaminants from the Fukushima Dai-
Ichi Nuclear Power Plant: Present Status and Future 
Directions） が持たれた．オーバービュー，放出

源推定，観測，領域モデル解析，全球海洋モデ

ル解析と人体への影響，国際協力の 6 つのセッ

ションが設けられ，国際協力のセッションで，

タスクチームに関する 2 件の講演が行われた．

Draxler 議長は，’ World Meteorological Organization's 
Evaluation of the Radionuclide Dispersion and 
Deposition from the Fukushima Daiichi Nuclear 
Power Plant Accident’ の標題で，WMO タスクチ

ームの放射性物質拡散予測の概要と検証について

報告した（Draxler et al., 2013b）．斉藤は，’ JMA's 
Regional ATM Calculations for the WMO Technical 
Task Team on Meteorological Analyses for Fukushima 
Daiichi Nuclear Power Plant Accident’の標題で，

気象庁の WMO タスクチーム活動への貢献，気

象庁メソ解析と解析雨量，RATM とその改良など

について述べた（Saito et al., 2013）．シンポジウ

ムの開催報告は，近藤ほか（2013）にまとめられ

ている．

タスクチームの ATDM 比較実験については，
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欧州の地球科学連合大会でも Wotawa et al. （2013）
により報告されている．環境放射能に関する学術

誌 Journal Environmental Radioactivity の福島原発

事故特集号には，タスクチームの実験に関して 5
編の論文（Draxler et al., 2014; Arnold et al., 2014; 
Saito et al., 2014; Leadbetter et al., 2014; Solazzo and  
Galmarini, 2014） が刊行予定になっている．

5.4　UNSCEAR 第 60 回会合と報告書

UNSCEAR の第 60 回総会は，2013 年 5 月 27
日から 31 日にかけてウィーンで行われ （http://
www.unscear.org/unscear/en/about_us/sessions.html），
会合報告は 2013 年 10 月に UNSCEAR のホーム

ページに掲載された（http://daccess-ods.un.org/
TMP/9420922.3985672.html）． 福島第一原発事故

に関する UNSCEAR の評価報告書 （UNSCEAR, 
2014） は 2014 年 4 月に刊行された．ANNEX A
の Appendix B （Radionuclide releases, dispersion and 
deposition）に，タスクチーム最終報告書から，

気象場 （Meteorological conditions）についての説

明と NOAA の ATDM 計算の結果などが掲載され

た．

6.　気象庁 RATM の改良とフォローアップ

6.1　タスクチーム仕様の気象庁 RATM

気象庁では，大気汚染気象センターのオキシダ

ント予測や地震火山部から発表される降灰予報の

業務において，MSM の予報値を入力する移流拡

散モデル（新堀ほか，2010） を運用している．今

回タスクチームの活動に参加するにあたり用いた

JMA-RATM は，このモデルをもとに，メソ解析

や解析雨量の入力値にも対応し，放射性物質の半

減期，沈着性ガスの湿性沈着や軽量粒子の重力落

下の取り扱いなどを追加して改変したオフライン

のラグランジュモデルである．タスクチーム仕様

でも，移流，拡散過程は基本的に新堀ほか（2010）
と共通なので，以下では沈着性ガスや軽量粒子の

放射性物質を対象とする場合に特有な点について

のみ記述する：

湿性沈着（ウォッシュアウト）

放射性物質が雲底下で降水により地表面へ除

去される過程で，軽量粒子（セシウム -137）の

みに対して考慮している．雲底下の洗浄速度係数

ΛW は，降水強度 P [mm h-1] を用いて

　ΛW = APB  （8）　

と表される．ここで，雨滴によるトレーサーの捕

集効率に関係する A 係数と，雨滴の平均粒径と

降水強度の関係に依存する B 係数は北田（1994）
によって，A = 2.98x10-5 s-1，B ＝ 0.75 で与えてい

る 11．P は，メソ解析又は解析雨量から与えられ

る，降水強度（単位時間あたりの降水量）である

（次節）．

湿性沈着（レインアウト）

放射性物質が雲内で雲粒の凝結核となり大気中

から除去される過程で，沈着性ガス（ガス状態の

ヨウ素 -131）のみに対して考慮している．雲内

の洗浄速度係数は，ZAMG-FLEXPART と同様に

Hertel et al.（1995）に従って

　
 

（9）
　

で計算する．ここで LWC は雲水量，H = 0.08 M 
atm-1 はヘンリー定数 , R = 0.082 atm M-1 K-1 は気

体定数（M ≡ mol l-1）, Ta は気温，Zr は雲の厚さ

で，LWC，Ta，Zr はメソ解析から算出している．

レインアウトはこれまで RATM に実装していな

かったスキームであり今後，調整・検証が必要で

ある．

湿性沈着は高度約 3000 ～ 1500 m （700 ～ 850 
hPa 面） 以下のトレーサー粒子若しくはガスに適

用される（第 6.3 節参照）．

乾性沈着

大気最下層にある放射性物質が地表面に吸着さ

れる過程で，ガス・粒子のいずれの状態に対して

も考慮している．乾性沈着の沈着率は，

　  （10）　

11 Draxler et al. (2013a) §4.4 及び Saito et al. (2013) §3.1 にある A 係数の値は誤植．
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が適用される（例えば，Iwasaki et al., 1998）．こ

こで Vd は乾性沈着速度で，Zd は接地層の厚さで

ある．Vd の値は NOAA-HYSPLIT などを参考に，

沈着性ガスに対しては 0.01 m s-1，軽量粒子に対

しては 0.001 m s-1 を与え（Sportisse, 2007; Draxler 
and Rolph, 2012），Zd は 100 m としている．

軽量粒子の鉛直移流には重力落下が考慮され

る．トレーサー粒子の落下速度 Vt は，その粒径

D が空気分子の平均自由行程 λa と同程度の大き

さでは，粒子表面での空気分子のスリップにより

Vt が変化するため，カニンガム補正係数：

　 　 

（11）　

　　

を考慮したストークスの抵抗法則：

　  （12）　

に従うとする（例えば，Sportisse, 2007）．（11）
式中の空気分子の平均自由行程は

　  （13）　

で算出した．ただし，ηa は空気の粘性率，pa は
気圧，添字 0 は基準空気（T0 = 293.15K，p0 = 
1013.25hPa） の と き の 値：η0 = 18.2μPa・s，λ0 = 
0.0662μm を取った．軽量粒子の粒径 D の分布は，

平均直径 1μm，標準偏差 1 の対数正規分布 （上限

20μm）を仮定し，密度 ρp は 1g・cm-3 均一として

いる．また，トレーサー粒子が鉛直移流や拡散過

程によってモデル地表面の下に移動した時は，地

表（海面）上の対称地点に強制的に反射させてい

る．

第 6.3 節で述べる改良した気象庁 RATM のタス

クチーム仕様を気象研究所環境・応用気象研究部

化学輸送モデル（第 6.4 節に後述）とともに第 9
表に示す．計算に用いるモデル格子は，気象庁メ

ソ解析や MSM と同じランベルト等角投影図法に

対する地形に沿ったハイブリッド座標である．

6.2　メソ解析と解析雨量の利用 

湿性沈着の計算において，メソ解析の降水量（第

4 図）を用いる場合と，解析雨量（第 5 図）を用

いる場合の 2 種類を計算した．メソ解析の降水量

を用いる場合，RATM では雪・霰についての取り

扱いを導入していないため，タスクチーム実験で

は，雨のみの前 3 時間積算降水量を 1 時間平均値

にして沈着計算に用いた．

メソ解析の降水量に替えて解析雨量を用いる場

合，RATM では全て雨とみなして，前 1 時間雨

量を 30 分おきに更新して用いた．5km 解像度の

MSM の各格子点の降水強度を，1km 解像度の解

析雨量の周囲 25 格子点の平均によって求めた．

6.3　気象庁 RATM の改良 

タスクチームの活動を通して，当初（PRE）の

RATM から改良（REV）したのは以下の 7 点であ

る：

① トレーサー放出数を 3 時間あたり，100,000 
から 300,000 に変更

②  放出高度を，モデル地表面～海抜 100 m か

らモデル地表面～地上高 100 m に変更

③  入力するメソ解析の鉛直流は，9格子平均し，

最下層では地表に沿うように調節

④  湿性沈着の適用高度の上限を，約 3000 m 
（700 hPa） から約 1500 m （850 hPa） に変更

⑤  ウォッシュアウトにおける時間雨量 10 mm
以上での強制沈着を廃止

⑥  地形に沿ったハイブリッド座標系に基づく

鉛直内挿方法の修正

⑦  出力データの格子数を 721x577 から 601x401
に変更

上記の改良点のうち，⑦は計算結果に影響しな

い．また①及び②については，他 ATDM の仕様

に合わせたが，計算結果へのインパクトは小さか

った 12． 
③については第 3.3 節で前述したように，気象

庁メソ解析は，JNoVA のアウターループモデル

（5km 解像度の非静力学モデル : NHM）の 3 時間

予報で作成されている．これらの値は，同化ウイ

ンドウの平均値ではなく，解析時刻（同化ウイン

ドウの最後）におけるモデル予報の瞬時値であ
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# 2013 年 3 月 28 日 00UTC に領域が 4080×3300 km に拡張．

第 9 表　気象庁 RATM と気象研究所環境・応用気象研究部化学輸送モデルの諸元の比較

モデル
気象庁領域移流拡散モデル
(JMA-RATM) タスクチーム仕様

環境・応用気象研究部化学輸送モデル
(NHM-Chem)オフラインバージョン

ベースとなったモデル

・全球ATM (EER) を元にしたRSM入力版移流
拡散モデル
・2000年三宅島火山ガス予測に利用

・その後，MSM入力版がオキシダント予測や降
灰予報に現業利用
・今回，放射性物質の扱いを追加

・化学輸送計算には梶野研究官が京都大学在籍時から開
発を続けている領域大気質モデル（RAQM2）の簡易物
理バージョンを流用
・エアロゾル用NHM-Chem及びオゾン用NHM-Chemと
フレームワークが共通

計算手法 ラグランジュ輸送モデル オイラー輸送モデル

計算領域 MSM（ランベルト図法，3600×2880 km）# 本州東半分（ランベルト，639×771 km）

水平解像度 5 km 3 km
鉛直層数 50 20（NHMの60層を格子変換）

鉛直座標 地形に沿うハイブリッド 地形に沿うハイブリッド

入力データ

気象庁メソ解析と解析雨量 NHMの予報変数・解析変数

気象場はNHM-LETKFを用いMSM領域及びネスティン
グによる東日本領域でデータ同化計算を行うことによっ
て作成

入力時間間隔 3時間おき（解析雨量は30分おき） 1時間おき

タイムステップ 10分 24秒
トレーサー粒子数 300,000個/3時間 オイラー型なので粒子の概念無し

放出源
単位放出，0-100m AGL，一様分布 原子力機構がbottom-up及びtop-down逆解析で作成した

時系列放出量推定値

予測時間 3時間おきを初期時刻とする72時間 time window3時間のLETKFで連続同化

出力時間間隔 3時間ごと 任意；現在は1時間ごと

水平拡散
Gifford (1982, 1984)
ブラウン運動とアナロジカルなスキーム

MPMAAスキームによる乱流拡散及び数値拡散

鉛直拡散
Louis et al. (1982)
分子拡散とアナロジカルなスキーム

同上

乾性沈着

乾性沈着率を用いた地表での捕捉
適用高度：100m以下，地表での反射考慮

希ガス: 適用なし

沈着性ガス: V d=0.01 m s-1

軽量粒子: V d=0.001 m s-1

エアロゾルモデル，オゾンモデルで使われているスキー
ムを流用（平均粒子径500nmの硫酸塩エアロゾルとI2ガ

スの存在を仮定）
Xeは乾性沈着させず

湿性沈着

洗浄速度係数を用いたウォッシュアウト（対粒
子）又はレインアウト（対ガス）
適用高度：約1500m (850hPa面) 以下
希ガス: 適用なし
沈着性ガス: Hertel et al.  (1995)
軽量粒子: 北田 (1994)

放射性Csは硫酸塩と内部混合したエアロゾル粒子（平均

粒子径500nm）となっており，全粒子が雲核活性化する

と仮定し，NHMの雨・雪・霰の量に応じて地上へ落下

放射性I2は雨滴への溶解平衡を仮定して地上へ落下

Xeは湿性沈着させず

重力落下
カニンガム補正したストークス抵抗法則
中央粒径1μmの対数正規分布を仮定

硫酸塩は平均粒子径500nmを仮定して重力落下

放射性崩壊 半減期（積算時に考慮） 134Cs，137Cs，131I，132Te，133Xeの放射性崩壊を考慮

その他

出力格子数：601x401
放出シナリオに対する解は，初期時刻ごとの単
位放出に対する計算結果に，放出量に応じた重
みづけして積算することにより得る

気象場作成にアンサンブルカルマンフィルタを用いてい
るため，放射性核種のシミュレーションもアンサンブル
で実行可能

12 Saito et al. (2014) では，放出高度について，福島第一原発のブローアウトパネルの高さを参考に，地上高 30 m まで

下げる比較実験を追加している．沈着計算の結果に大きな違いは見られなかったが，関東の弱い沈着域の表現には若

干の改善が見られた．
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第 9 図　気象庁メソ解析の最下層の鉛直流の例　2011 年 3 月 13 日 00UTC．

る．瞬時値の鉛直流は重力波や寿命の短い対流セ

ルの影響を受ける．第 9 図に，2011 年 3 月 13 日

00UTC における気象庁メソ解析の最下層（高度

20m のフルレベルに内挿後の値，第 3 表参照）の

鉛直流の例を示す．山がある場所では風上側で上

昇流，風下側で下降流の対が見られるが，海上な

ど地形のない場所でも弱い鉛直流が見られる．こ

れらは振幅としては 1cm s-1 以下であるが，3 時

間間隔の解析値を単純に時間内挿する RATM の

場合，トレーサーの鉛直移流を過大に見積もって

しまう恐れがある．また，タイムステップの長い

RATM では鉛直流を調節せずに用いると，山など

地形の前面で偽の沈着を生じる恐れがある．これ

らの問題を緩和するために，改良版 RATM では，

メソ解析の鉛直流は隣接する周囲の格子点を含

む 9 点による空間スムージングを行うとともに，

RATM の大気中の最下層に相当するハーフレベル

第 2 層（高度 40m）では地形に沿う風速成分 W*
をゼロとして計算し，流れが地形に沿うことを仮

定することにした．第 10 図に，鉛直流の扱いを

変えた場合の 2011 年 3 月 14 日 00 ～ 03UTC にお

ける単位放出に対する軽量粒子の 24 時間積算沈

着量の例を示す．水平 9 格子平均による違いはこ

のケースでは大きくないが，最下層の鉛直流が地

形に沿うという条件を入れない場合の計算（右上

と左下）では，放出された軽量粒子の海上での沈

着が著しく小さく表現されてしまっている．

湿性沈着に関する④の効果については後述する

（第 11 図）．⑤については，特に解析雨量を使用

する場合，第 5.1 節 9）で触れたように第 5 図で

解析されているようなブライトバンドによる過剰

沈着を防ぐために廃止した．

⑥について，改良前の RATM ではトレーサー

の輸送計算は大部分が z 座標系で計算されていた

が，メソ解析値のトレーサー位置への鉛直内挿に

際して，メソ解析の地形に沿ったハイブリッド座

標系の高度を参照していたため，山や地表面付近

の取り扱いが不適切であった．このため，RATM
の予測計算においても，トレーサーの入出力以外

は，すべて地形に沿った座標系で計算するように

修正した．合わせてフルレベルの大気最下層 （20 
m） と地表面の間については，陸面／海面の粗度
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第 10図　2011年 3月 14日 00～ 03UTCにおける単位放出に対する軽量粒子の 24時間積算沈着量（15日 00UTCまで）

気象庁メソ解析の雨量を用いた改良版 RATM による予測．左上）鉛直流を考慮しない場合，右上）鉛直流を調

節せず用いた場合，左下）鉛直流を 9 格子平均した場合，右下）鉛直流を 9 格子平均しかつ最下層の鉛直流は地形

に沿うとした場合．

第 11 図　2011 年 3 月 11 日～ 4 月 3 日のセシウム -137 の積算沈着量

JAEA の放出量推定を用いた場合．左上）気象庁メソ解析の雨量を用いた場合の改良前の RATM による結果，右

上）同じく解析雨量を用いた場合，下）同じく改良版 RATM の場合．
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を考慮した風速の対数補正や気温減率などを考慮

して，大気最下層の物理量をトレーサーの高度ま

で外挿するようにした．

以上のほか，乾性沈着の適用高度を 100 m 以

下から MSM のハーフレベルの大気最下層 （40 m） 
以下に下げる比較実験なども行ったが，沈着計算

の結果の違いは小さかった．

第 11 図に，JAEA の放出量推定を用いた場合

の 2011 年 3 月 11 日～ 4 月 3 日にセシウム -137
の積算沈着量の分布を示す．左上に示すメソ解析

の雨量を用いた場合の改良前の RATM による結

果に比べ，改良版（左下）では，宮城県の過剰な

沈着が緩和しており，これは主に④の湿性沈着の

適用高度を下げたことによる効果が大きい．図の

右側に示す解析雨量を用いた場合には，福島第一

原発から北西に延びる高濃度の沈着がより明瞭に

表現されている．

第 10 表　JAEA の放出量を用いた場合のセシウム -137 の地表沈着に対する JMA-RATM の検証結果

METRIC の値が第 7 表で上位 5 位以内に相当するものを太字で示す．Draxler et al. (2013a) より再作成．

第 11 表　JAEA の放出量を用いた場合のセシウム -137 の大気濃度（JAEA 東海）に対する JMA-RATM の検証結果

METRIC の値が第 8 表で上位 5 位以内に相当するものを太字で示す．Draxler et al. (2013a) より再作成．

前掲した第 7 表と第 8 表には，改良前の領域

ATDM 計算結果の地表沈着と大気濃度のスコア

が示されているが，最終報告書の Appendix に

は，改良版 （REV） も含め（7）式で定義した

METRIC1 以外の結果も示されているので，そ

の中から JMA-RATM に関する部分を抜き出

したものを第 10 表と第 11 表に示す．ここで，

METRIC2, METRIC3, METRIC4 はそれぞれ（14）
式で与えられるノルムである．

（14） 式 で METRIC2 は METRIC1 の FMS を

FA2 で置き換えたもの，METRIC3 は METRIC1
に FOEX の 項 を 加 え た も の，METRIC4 は

METRIC3に FA2の項を加えたものと解釈できる．

改良版では，解析雨量 （RAP） を用いた場合の濃

度時系列を除き，スコアを明瞭に改善した．改良

版 MESO（REV）の METRIC1-METRIC4 の値は，

沈着計算では第 7 表（正確には ATMD と MA, 

　METRIC2 = R2 + 1 －

 

+ FA2/100 + (1 － KSP / 100)，
　METRIC3 = R2 + 1 －

 

+ FMS/100 + (1 －

 

) + (1 － KSP / 100)， (14)　
　METRIC4 = R2 + 1 －

 

+ FMS/100 + FA2/100 + (1 －

 

) + (1 － KSP / 100)

R FB FMS FOEX %FA2 KSP METRIC 1 METRIC 2 METRIC 3 METRIC 4

MESO
 (PRE)

0.45 -0.02 100.00 -0.46 51.01 10 3.09 2.60 4.08 4.59

RAP
 (PRE)

0.77 0.54 100.00 9.67 41.99 11 3.22 2.63 4.02 4.44

MESO
 (REV)

0.70 -0.04 99.63 -0.83 37.94 10 3.37 2.75 4.35 4.73

RAP
(REV)

0.84 0.56 99.08 9.12 35.73 13 3.28 2.65 4.10 4.46

R FB FMS FOEX %FA2 KSP METRIC 1 METRIC 2 METRIC 3 METRIC 4

MESO
(PRE)

0.51 -0.82 80.00 -21.43 21.43 43 2.22 1.63 2.79 3.01

RAP
(PRE)

0.59 -1.66 57.50 -45.24 4.76 64 1.46 0.93 1.55 1.60

MESO
(REV)

0.39 -0.40 77.50 -19.05 14.29 43 2.30 1.67 2.92 3.06

RAP
(REV)

0.07 -1.68 62.50 -42.86 9.52 67 1.12 0.59 1.26 1.36



－ 23 －

測　候　時　報　第 81 巻　2014

り，地表沈着と異なり計算領域全体で見ていない

ことに注意する必要がある．

本節で述べた RATM の改良のうち特に⑥につ

いては，この修正に伴い沿岸部のオキシダント予

測や山越え気流による降灰予報も改善したため，

MSM 領域拡張のルーチン変更に合わせて，2013
年 3 月 28 日 02UTC からオキシダント予測業務及

び降灰予報業務 13 で使用されている．

RAの組合せ 20種類の中）ではそれぞれ 6位，7位，

3 位，5 位に相当する．濃度時系列については改

良前のものでも良い成績であったスコアをさらに

改善しているが，解析雨量の利用は改良版でも良

い結果をもたらしていない．JAEA の東海村にお

けるセシウム -137 の測定値と改良前後の RATM
の計算値を比較した結果を第 12 図に示す．ただ

し，大気濃度に対する検証（第 8, 11 表，第 12 図）

は，1 地点の測定値の時間変化に対して行ってお

 第 12 図　JAEA 東海におけるセシウム -137 の濃度時系列（2011 年 3 月 13 日～ 3 月 31 日）

黒線は測定値．赤線は JAEA の放出量推定を用いた場合の計算値で，左上）気象庁メソ解析の雨量を用いた場合

の改良前の RATM による結果，右上）同じく解析雨量を用いた場合，下）同じく改良版 RATM の場合．

13 変更後の最初の降灰予報は，桜島に対して 2013 年 5 月 8 日 16:55JST 発表のもの．
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第 13 図　日本学術会議のモデル相互比較に提出した気象庁メソ解析の雨量を用いた RATM 計算によるセシウム

-137 の積算沈着量　2011 年 3 月 11 日～ 3 月 31 日．

6.4　日本学術会議モデル相互比較への参加

日本学術会議では，福島第一原発事故で放出

された放射性物質の輸送モデルのシミュレーショ

ン（特に拡散と沈着過程）に含まれる不確実性の

評価を目的として，福島原発事故による環境汚染

調査検討小委員会の下に「環境モデリングワーキ

ンググループ（主査，中島映至東大大気海洋研究

所教授）」を設置しており，気象研究所からも環

境・応用気象研究部から 4 名がメンバーになって

いる．タスクチームに対しても，Chen 課長宛に，

モデル比較に関するレターが 2012 年 10 月に届い

たため，対処についての議論が行われた．議論の

結果，タスクチームとしての対応はせず，参加す

るかどうかは個々のメンバー機関の判断に任せる

こととなった（第 3.5 節）．

気象研究所では，このモデル比較に，環境・応

用気象研究部の化学輸送モデル（NHM-Chem；

Kajino et al., 2012; Sekiyama et al., 2013）とタスク

チーム仕様の JMA-RATM が参加した．タスクチ

ーム仕様の JMA-RATM と NHM-Chem の諸元は

第 9 表に示されている．

日本学術会議モデル相互比較に際しては，前

節の改良版 RATM に関してさらに，以下の 3 点

の改良を追加して，セシウム -137 とヨウ素 -131
（粒子状態）の大気濃度と地表沈着を再計算する

とともに，学術会議モデル比較で要請されている

GrADS フォーマットへの変換などを行った．

⑧  放出量推定を「JAEA2」（Kobayashi et al., 
2013）に変更

⑨  計算タイムステップを 5 分に短縮

⑩  メソ解析の積算降水量の利用に際し，雨だ

けではなく雪・霰も使用

日本学術会議に提出した RATM によるセシウ

ム -137 の沈着分布を第 13 図に示す．⑧の JAEA2
は，海洋観測や大気・海洋拡散シミュレーション

により再推定された放出量で，タスクチーム活動

で用いた JAEA よりも増えており，第 11 図で過

少であった福島第一原発近傍でのセシウム -137
の積算沈着量の計算結果は改善した．

⑨⑩は，時間的制約でタスクチーム報告書に

間に合わなかった改良点である．このうち，⑨の

計算タイムステップを短縮することにより，沈着



－ 25 －

測　候　時　報　第 81 巻　2014

領域の広がりがコンパクトになった．また⑩に関

して，自重による落下速度の小さい放射性物質の

沈着計算では，特に雨と比べて表面積が大きく滞

留時間が長い雪による湿性沈着の影響が大きいと

考えられるが，その推定が難しいためメソ解析を

入力する RATM では実装していなかった．しか

し，寒候期に発生した福島第一原発事故では，降

雪の影響が無視できないと考えられることから

（第 4, 5 図），雲底下の洗浄速度係数は雪に対して

も（8）式と同じ形を仮定して，雪片によるトレ

ーサーの捕集効率に関係する A 係数は雨滴と同

じ値を用い，雪片の平均粒径と降水強度の関係に

依存する B 係数は UKMET-NAME の値（Draxler 
et al. （2013a）の Table 2）を参考に 0.30 に設定し

た．RATM で用いる雨と雪・霰に対する雲底下の

洗浄速度係数と降水強度の関係を第 14 図に示す．

また雪雲内の洗浄速度係数は，未調整のまま （9） 
式を用いた．しかしながら，以上の設定の下で再

計算した雪による湿性沈着（ウォッシュアウト）

の効果は大きくなかった．特に雨と雪・霰で共通

の値を用いた A 係数の値は，Iwasaki et al. （1998） 
や EER 業務（Sakamoto, 2013）の全球 ATM でも

用いられているが，他の ATDM と比べて小さく，

RATM ではウォッシュアウトを過少予測している

可能性がある．RATM においてより適切な A, B 
係数の設定，地上降水量に加え大気中雲水量も参

照した湿性沈着（ウォッシュアウト・レインアウ

ト）の改良・検証は将来の課題である．

モデル相互比較の進捗については，大気環境学

会で滝川ほか（2013）により報告が行われた．今後，

日本学術会議の総合工学委員会原子力事故対応分

科会から報告の形で提出される見込みである．

7.　おわりに

タスクチームとしての活動は，2013 年 2 月の

最終報告書の作成とそれに基づく 2013 年 12 月の

WMO 技術報告（Draxler et al., 2013）の出版をも

って，一応の終息を見た．第5.4節に述べたように，

UNSCEAR の第 60 回会合は 2013 年 5 月に行われ

ており，会合報告は，第 68 回国連総会の後 2013
年 10 月に公開された．UNSCEAR では放出推定

の見直しを行い，福島第一原発事故に関する評価

報告書は 2014 年 4 月に刊行された（UNSCEAR, 
2014）．タスクチーム最終報告書からは，気象場

についての説明と NOAA の ATDM 計算の結果な

どが引用されたほか，データ提供機関として気象

 
 
 

第 14 図　日本学術会議のモデル相互比較における気象庁 RATM 計算で使用した雨（赤線）と雪・霰（青線）の降

水強度に対する雲底下の洗浄速度係数

参考のため，UKMET-NAME の係数（点線）も示した．
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庁がリストアップされた．

当初，タスクチーム活動に関して，WMO から

求められる貢献が十分に出来るか懸念もあった

が，事故当事国の国家気象機関として，一応の役

割を果たすことが出来たと考える．この間，主

著者がやりとりした関連メールは 3,400 通を超え

ている．今回のタスクチームの結成は UNSCEAR
からの要請に基づくものであるが，その活動を契

機に各 RSMC で領域 ATDM の整備と性能評価が

行われた．気象庁の RATM は，オキシダント予

測や降灰予報の業務に用いられているモデルに放

射性物質の扱いを追加した急造の ATDM であっ

たが，他センターの ATDM と比較して遜色ない

性能を得ることが出来た．また第 6 章で触れたよ

うに，RATM の改良の一部は気象庁の現業移流拡

散計算にも反映させ，オキシダント予測や降灰予

報の改善にもつなげることができた．これらは，

今回のタスクチーム活動への参加の成果と言え

る．タスクチームの委託事項の一つであった「EER 
システムの強化についての提案」については報告

書への具体的な提言の記載は見送られたが，今後，

科学的・技術的な見地からの現状認識に基づいて

関係方面で議論が行われる可能性がある．

今回のタスクチーム活動を行うに当たっては，

本稿の著者の他，謝辞に記す多くの方々のご助力

が不可欠であった．これらの方々のサポートに深

く感謝するものである．
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